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令和２年における入管法違反事件について（速報値）

１ 入管法違反事件

（１）概況〔別表１，２，３，４〕

令和２年中に，全国の地方出入国在留管理官署が出入国管理及び難民認定法（以下

「入管法」という。）違反により退去強制手続及び出国命令手続（以下「退去強制手

続等」という。）を執った外国人は１万５，８７５人で，令和元年と比較して３，５１１

人減少した。

（注）出国命令手続とは，入管法違反者のうち，一定の要件を満たす不法残留者について，身柄を収

容しないまま簡易な手続により出国させる制度である。

違反事由別 入管法違反事件の推移
年 平成３０年 令和元年 令和２年

違反事由

総 数 １６，２６９ １９，３８６ １５，８７５

不 法 入 国 ４０９ ３４９ ２２５

不 法 上 陸 １４０ １３４ ５６

資 格 外 活 動 ４７６ ２５５ ９６

不 法 残 留 １４，３５３ １７，６２７ １４，４６５

（うち出国命令） (６，２４５) (８，７１３) (６，８７４)

刑罰法令違反 ４６０ ４４８ ５０４

そ の 他 ４３１ ５７３ ５２９

（注１）表中の令和元年には平成３１年１月から同年４月までを含む（以下同じ）。

（注２）違反事由が２以上ある場合は，主たる違反事由による。

（２）摘発箇所

全国の地方出入国在留管理官署が実施した摘発の箇所数は３６１か所で，新型コロ

ナウイルス感染症の影響等により，令和元年と比較して１，１７５か所減少した。

摘発箇所数の推移
年 平成３０年 令和元年 令和２年

摘発先別

総 数 １，８３７ １，５３６ ３６１

稼 働 先 ３３３ ２２８ ６９

居 宅 １，０６８ ８９４ １８９

その他（路上等） ４３６ ４１４ １０３

（３）国籍・地域別

退去強制手続等を執った外国人の国籍・地域は，９４か国・地域であり，ベトナ

ムが６，２８６人と最も多く，入管法違反者全体の３９．６パーセントを占めた。

また，ベトナムに次いで，中国（「香港・その他」を除く。以下同じ。），

タイ，フィリピン，インドネシアの順となっており，これら５か国で全体の８２．６

パーセントを占めた。
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国籍・地域別 入管法違反事件の推移

年 平成３０年 令和元年 令和２年
国 籍 ・ 地 域 別

総 数 １６，２６９ １９，３８６ １５，８７５
(１０，７４０) (１３，１５２) (１１，１８８)

ベ ト ナ ム ４，３９５ ６，５４９ ６，２８６
(３，２６０) (４，９２４) (４，７７７)

中 国 ４，１８５ ４，２５６ ３，１２７
(２，８１７) (２，８４０) (２，１６１)

タ イ ２，１０１ ２，２９５ １，４１０

(９７７) (１，１１０) (６８７)

フ ィ リ ピ ン １，６９２ １，５６６ １，２２５

(８１９) (７２０) (５６５)

インドネシア ８５０ １，２４６ １，０５９

(６７３) (９７７) (８６７)

ネ パ ー ル ３７４ ５９８ ４９０

(２５７) (４３５) (３６１)

ブ ラ ジ ル ２７５ ２８５ ３１６

(２１８) (２００) (２５３)

韓 国 ３５３ ３２４ ２４２

(１６０) (１５９) (１３３)

ト ル コ ２０９ ２７１ ２３７
(１５６) (２２０) (２１０)

ス リ ラ ン カ １５０ ２９６ １７０
(１３１) (２５１) (１４６)

そ の 他 １，６８５ １，７００ １，３１３
(１，２７２) (１，３１６) (１，０２８)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，令和２年を基準としたものである。

（４）在留資格別【別表５】

在留資格別では，最終在留資格が「短期滞在」であった者が４，６３５人と最も多

く，次いで「技能実習」，「特定活動」，「留学」，「定住者」の順となっており，これら

５つの在留資格で入管法違反者全体の８７．７パーセントを占めた。

在留資格別 入管法違反事件の推移

年 平成３０年 令和元年 令和２年

在 留 資 格 別

総 数 １６，２６９ １９，３８６ １５，８７５

(１０，７４０) (１３，１５２) (１１，１８８)

短 期 滞 在 ５，３０４ ６，３６７ ４，６３５

(３，１６０) (３，８４５) (２，８８８)

技 能 実 習 ３，４６１ ４，６５１ ４，２７９

(２，３５２) (３，３２８) (３，１６５)

特 定 活 動 ２，５６６ ３，２３８ ２，４６０

(１，７８２) (２，３６９) (１，８６７)

留 学 ２，２９４ ２，５９４ ２，１０９

(１，８３２) (２，０９０) (１，６９０)

定 住 者 ４４０ ４２５ ４３５

(２９１) (２５９) (３１２)
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そ の 他 ２，２０４ ２，１１１ １，９５７

(１，３２３) (１，２６１) (１，２６６)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 在留資格は，入管法違反者の最終の在留資格である。

（注３） 「技能実習」は，「技能実習１号イ」，「技能実習１号ロ」，「技能実習２号イ」，「技能

実習２号ロ」，「技能実習３号イ」及び「技能実習３号ロ」を合算したものである。

（注４） 在留資格別順位は，令和２年を基準としたものである。

２ 不法就労事件

（１）概況

退去強制手続等を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は１万９９３

人で，入管法違反者全体の６９．２パーセントを占めた。

国籍・地域別 不法就労事件の推移
年 平成３０年 令和元年 令和２年

国 籍 ・ 地 域 別
総 数 １０，０８６ １２，８１６ １０，９９３

(６，７５４) (８，９０３) (７，９２３)

ベ ト ナ ム ３，０３５ ４，９４１ ４，９４３

(２，２５９) (３，７６６) (３，８０１)

中 国 ３，１１２ ３，１５５ ２，３６１
(２，１７０) (２，１８８) (１，６９３)

タ イ １，８６８ ２，０４７ １，２５４
(９０３) (１，０３５) (６３１)

インドネシア ５９４ １，０１４ ９３３
(４９８) (８２７) (７８０)

フ ィ リ ピ ン ６６０ ７６４ ６４９
(３６９) (３９８) (３３１)

ネ パ ー ル ７１ １１１ １６２
(５２) (９２) (１２６)

韓 国 １６９ １６３ １０９
(６９) (７６) (５６)

ウズベキスタン ３５ ６５ ９０
(３４) (６４) (８９)

ス リ ラ ン カ ４２ ８７ ７１

(４１) (８１) (６５)

ト ル コ ２８ ５１ ６９

(２８) (５１) (６９)

そ の 他 ４７２ ４１８ ３５２

(３３１) (３２５) (２８２)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，令和２年を基準としたものである。

（２）不法就労者の特徴

ア 国籍・地域

不法就労者の国籍・地域は，近隣アジア諸国を中心に５３か国・地域であり，ベ

トナムが４，９４３人と最も多く，不法就労者全体の４５．０パーセントを占めた。
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また，ベトナムに次いで，中国，タイ，インドネシア，フィリピンの順となって

おり，これら５か国で全体の９２．２パーセントを占めた。

イ 性別・年齢〔別表６，７〕

男女別では，男性が７，９２３人で不法就労者全体の７２．１パーセント，女

性が３，０７０人で同２７．９パーセントを占めた。

年齢別では，２０歳代が５，１２２人と最も多く，不法就労者全体の４６．６

パーセントを占め，次いで３０歳代が３，７６６人で同３４．３パーセント，４０

歳代が１，４６５人で同１３．３パーセントを占めた。

ウ 就労期間〔別表８，９〕

就労期間別では，６月以下の者が３，２６４人で不法就労者全体の２９．７パー

セント，就労期間１年以下（６月以下を含む。）の者が６，６８０人で同６０．８

パーセントを占めた。

エ 稼働場所（都道府県）〔別表１０〕

稼働場所（都道府県）別では，茨城県の１，５１２人を最多に，関東地区１都６

県（東京都，茨城県，千葉県，神奈川県，埼玉県，群馬県及び栃木県）で７，３９０

人となり，同地区が不法就労者全体の６７．２パーセントを占めた。

また，中部地区９県（愛知県，静岡県，岐阜県，長野県，富山県，山梨県，福井

県，新潟県及び石川県）で２，０１２人となり，不法就労者全体の１８．３パーセ

ントを占めた。

関東地区及び中部地区で不法就労者全体の８５．５パーセントを占め，また，全

国４６の都道府県で不法就労者の稼働が確認された。

オ 就労内容〔別表１１〕

就労内容別では，男性は「建設作業者」が２，２４１人と最も多く，次いで「農

業従事者」が１，５７５人，「工員」が１，３７８人の順となった。

女性は「農業従事者」が８８８人と最も多く，次いで「工員」が６５５人，「そ

の他の労務作業者」が２９４人の順となった。

カ 就労内容別の稼働場所（都道府県）〔別表１２〕

稼働場所上位の都府県における就労内容は，茨城県及び千葉県では，農業従事者

が最も多く，特に茨城県は１，５１２人中の６８．０パーセントに当たる１，０２８

人が農業従事者であった。

また，東京都，大阪府及び愛知県は，建設作業者が最も多く，埼玉県及び群馬県

は，工員が最も多いなど，地域ごとに一定の特性が見られた。

キ 国籍・地域別の稼働場所（都道府県）〔別表１３〕

国籍・地域別の稼働場所の特徴としては，ベトナムは埼玉県，愛知県，千葉県及

び群馬県，中国は東京都及び神奈川県，タイは茨城県での稼働がそれぞれ多かった。

ク 報酬（日額）〔別表１４，１５〕
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報酬日額（月給，時給等については日額に換算したもの。）別では，「５千円を超

え７千円以下」が５，０４８人と最も多く，次いで「７千円を超え１万円以下」が

２，４７１人，「３千円を超え５千円以下」が２，０８２人の順となった。

３ 被送還者

（１）概況

令和２年中に，全国の地方出入国在留管理官署が退去強制した外国人は５，４５０

人で，新型コロナウイルス感染症の影響等により，令和元年と比較して４，１４７人

減少した。

（２）国籍・地域別

退去強制した外国人の国籍・地域は７２か国・地域であり，ベトナムが２，２０６

人と最も多く，被送還者全体の４０．５パーセントを占めた。

また，ベトナムに次いで，中国，タイ，フィリピン，インドネシアの順となってお

り，これら５か国で全体の７７．９パーセントを占めた。

国籍・地域別 被送還者の推移
年 平成３０年 令和元年 令和２年

国 籍 ・ 地 域 別

総 数 ９，３６９ ９，５９７ ５，４５０

(６，７８３) (７，１８９) (４，１８１)

ベ ト ナ ム ２，６９８ ３，１８５ ２，２０６

(２，１０２) (２，５５０) (１，８０３)

中 国 ２，１５２ １，９９８ ９８０

(１，６０６) (１，５０９) (７６６)

タ イ １，１６７ １，００３ ３８２

(６２３) (５２９) (１９４)

フ ィ リ ピ ン ８９３ ７３７ ３８２

(４９３) (４１９) (１９８)

インドネシア ５３２ ６３９ ２９５
(４４５) (５１８) (２３２)

ネ パ ー ル １９８ ２７５ １９７

(１５９) (２２０) (１５７)

ス リ ラ ン カ １４８ ２１２ １４１

(１３６) (１９０) (１３１)

ト ル コ １１６ １９５ １１１

(１０１) (１６２) (９０)

韓 国 ２０９ １６２ １０６

(９８) (９１) (６５)

ブ ラ ジ ル １２４ １３３ ７２

(１１２) (１２１) (６３)

そ の 他 １，１３２ １，０５８ ５７８

(９０８) (８８０) (４８２)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，令和２年を基準としたものである。
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４ 被退令仮放免者

（１）概況

仮放免は，健康上の理由で治療が必要な場合，あるいは難民認定申請や行政訴訟の

提起等の事情により速やかな送還の見込みが立たないような場合など人道上の配慮が

必要と判断される者に対して，就労の禁止や行動範囲の制限などの条件を付して認め

るものである。

令和２年末現在，退去強制令書の発付を受けた後に仮放免されている者（以下「被

退令仮放免者」という。）は３，０６１人で，令和元年末と比較して８４４人増加し

た。

（２）国籍・地域別

被退令仮放免者の国籍・地域は７０か国・地域であり，トルコが４２０人と最も多

く，被退令仮放免者全体の１３．７パーセントを占めた。

また，トルコに次いで，ベトナム，イラン，フィリピン，中国の順となっており，

これら上位５か国で全体の４９．６パーセントを占めた。

国籍・地域別 被退令仮放免者の推移
年 平成３０年 令和元年 令和２年

国 籍 ・ 地 域 別

総 数 ２，５０１ ２，２１７ ３，０６１

（１，８５４） （１，６６１） （２，４１２）

ト ル コ ３６５ ３９５ ４２０

（２９９） （２９７） （３３１）

ベ ト ナ ム ５６ ５０ ４０６

（２５） （２４） （３２７）

イ ラ ン ２３０ ２２６ ２５６

（２２２） （２１９） （２４９）

フ ィ リ ピ ン ３３１ ２１０ ２２８

（１３４） （７６） （１０５）

中 国 １５１ ９５ ２０９

（６２） （４０） （１４３）

ス リ ラ ン カ ２３９ ２１５ １９５

（２２０） （１９７） （１７２）

ミ ャ ン マ ー １４１ １３４ １６２

（１０１） （９５） （１１２）

パ キ ス タ ン １３０ １１８ １４６

（１２７） （１１７） （１４４）

ナイジェリア １１９ １１３ １４６

（１０９） （１０４） （１３７）

ブ ラ ジ ル ６６ ７３ １０９

（６１） （６６） （９９）

そ の 他 ６７３ ５８８ ７８４

（４９４） （４２６） （５９３）

（注１） （ ）内は，男性で内数である。
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（注２） 国籍・地域別順位は，令和２年末現在を基準としたものである。

（３）刑罰法令違反

令和２年中に，警察等から逮捕された旨の通報があった被退令仮放免者は８９人で，

国籍・地域別ではベトナムが２５人と最も多く，次いでイランが１５人，トルコが１２

人，ブラジルが９人，スリランカが６人の順であった。

逮捕の罪種別では，凶悪犯（強盗致傷）が１件のほか，薬物事犯が３８件と最も多

く，次いで窃盗犯が３３件，粗暴犯（暴行，傷害及び脅迫）が１６件の順であった。

（注）入管法違反を除いたものである。

（注）罪種別は，同一人の異なる罪名をそれぞれ計上している。



別 表 目 次

１ 入管法違反事件の推移

２ 不法入国者数の推移

３ 利用交通手段別の不法入国者数の国籍・地域別推移

４ 資格外活動者数の国籍・地域別推移

５ 在留資格別・入管法違反事件の推移

６ 不法就労者数の推移

７ 不法就労者の年齢別構成

８ 不法就労者の就労期間別構成

９ 不法就労者の就労期間別推移

１０ 不法就労者の稼働場所別構成

１１ 不法就労者の就労内容別構成

１２ 不法就労者の就労内容別の稼働場所構成

１３ 不法就労者の国籍・地域別の稼働場所構成

１４ 不法就労者の報酬（日額）別構成

１５ 不法就労者の報酬（日額）別推移

注）別表における構成比（％）は表示桁数未満を四捨五入しているため，合計が必ずし

も１００．０％とはならない場合があります。



単位（人）
年

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年
違反事由

総　数 13,361 13,686 16,269 19,386 15,875
　不法入国 599 577 409 349 225
　不法上陸 238 151 140 134 56

　資格外活動 511 648 476 255 96
　不法残留 11,198 11,502 14,353 17,627 14,465

(うち出国命令) (4,094) (4,410) (6,245) (8,713) (6,874)
刑罰法令違反 432 470 460 448 504

　その他 383 338 431 573 529

不法就労者 9,003 9,134 10,086 12,816 10,993

別表1　　入管法違反事件の推移
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別表２　　不法入国者数の推移

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年
単位（人）

総数 599 577 409 349 225

航空機利用 488 482 332 282 198

船舶利用 111 95 77 67 27
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別表３　　利用交通手段別の不法入国者数の国籍・地域別推移
（１）航空機を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年
単位（人）

総数 488 482 332 282 198
フィリピン 138 114 122 86 80
中国 67 48 52 50 30
韓国 23 17 13 12 12
タイ 20 20 22 11 12
コロンビア 8 2 3 3 10
その他 232 281 120 120 54

（２）船舶を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年
単位（人）

総数 111 95 77 67 27
中国 76 56 47 37 13
韓国 22 15 19 14 7
フィリピン 5 3 6 4 2
ロシア 0 0 2 4 1
タイ 1 0 1 2 1
その他 7 21 2 6 3
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別表４　　資格外活動者数の国籍・地域別推移

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年
単位（人）

総数 511 648 476 255 96
ベトナム 154 280 234 134 45
フィリピン 24 124 39 18 18
ネパール 67 47 22 33 12
カンボジア 5 3 24 2 9
チェコ 3 0 0 0 3
その他 258 194 157 68 9
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別表５　　在留資格別・入管法違反事件の推移

単位（人）

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年

総数 13,361 13,686 16,269 19,386 15,875

短期滞在 4,472 4,766 5,304 6,367 4,635

技能実習 3,343 3,146 3,461 4,651 4,279

特定活動 831 1,270 2,566 3,238 2,460

留学 1,606 1,724 2,294 2,594 2,109

定住者 474 438 440 425 435

その他 2,635 2,342 2,204 2,111 1,957
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別表６　　不法就労者数の推移

単位（人）

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年

総数 9,003 9,134 10,086 12,816 10,993

男性 6,093 6,120 6,754 8,903 7,923
女性 2,910 3,014 3,332 3,913 3,070
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別表７　　不法就労者の年齢別構成

単位（人）
６０歳以上

１５歳
未満

２０歳
未満

２５歳
未満

３０歳
未満

３５歳
未満

４０歳
未満

４５歳
未満

５０歳
未満

５５歳
未満

６０歳
未満

６０歳
以上

総数 0 23 1,959 3,163 2,296 1,470 833 632 352 152 113

男性 0 17 1,438 2,425 1,682 972 555 432 237 101 64

女性 0 6 521 738 614 498 278 200 115 51 49
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別表８　　不法就労者の就労期間別構成
単位（人）

６月以下 １年以下 ２年以下 ３年以下 ５年以下 ５年超え 不詳 合計
総数 3,264 3,416 2,422 729 567 437 158 10,993
男性 2,276 2,477 1,792 540 420 309 109 7,923
女性 988 939 630 189 147 128 49 3,070

別表９　　不法就労者の就労期間別推移
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別表１０　　不法就労者の稼働場所別構成

合計 男性 女性 単位（人）

総  数 10,993 7,923 3,070
1 茨城 1,512 923 589
2 千葉 1,488 1,067 421
3 愛知 1,452 1,074 378
4 東京 1,428 1,105 323
5 埼玉 1,290 978 312
6 群馬 851 564 287
7 神奈川 534 440 94
8 大阪 459 361 98
9 栃木 287 204 83
10 兵庫 230 164 66
11 三重 160 121 39
12 長野 157 92 65
13 静岡 137 86 51
14 岐阜 136 103 33
15 福岡 101 74 27
16 山梨 55 36 19
17 京都 50 30 20
18 広島 41 28 13
19 宮城 40 35 5
20 滋賀 37 30 7
21 新潟 34 26 8
22 福島 31 22 9
23 北海道 30 26 4
24 熊本 27 24 3
25 福井 22 10 12
26 奈良 21 9 12
27 沖縄 20 16 4
28 岡山 19 17 2
29 山口 17 17 0
30 山形 14 11 3
31 岩手 13 11 2
32 青森 12 4 8
33 宮崎 11 11 0
34 富山 10 9 1
34 和歌山 10 8 2
36 石川 9 7 2
36 長崎 9 8 1
36 鹿児島 9 6 3
39 大分 7 6 1
40 徳島 6 4 2
40 佐賀 6 5 1
42 愛媛 5 3 2
43 香川 4 3 1
44 秋田 3 2 1
45 鳥取 1 1 0
45 高知 1 1 0
47 島根 0 0 0

不定 197 141 56



別表１１　　不法就労者の就労内容別構成

単位（人）

職種 農業従事者 建設作業者 工員
その他の

労務作業者
その他の

サービス業従事者
運搬労務者業者 その他 総数

全　体 2,463 2,272 2,033 1,156 493 305 2,271 10,993

単位（人）

職種 建設作業者 農業従事者 工員
その他の

労務作業者
運搬労務作業者

その他の
サービス業従事者 その他 総数

男　性 2,241 1,575 1,378 862 288 226 1,353 7,923

　 単位（人）

職種 農業従事者 工員
その他の

労務作業者
その他の

サービス業従事者
ホステス等

接客業
皿洗い その他 総数

女　性 888 655 294 267 200 123 643 3,070
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別表１２　　不法就労者の就労内容別の稼働場所構成

単位（人）
　　　　　職種

稼働場所
総数 農業従事者 建設作業者 工員

その他の
労務作業者

その他の
サービス業

従事者

運搬
労務作業者 その他

総 数 10,993 2,463 2,272 2,033 1,156 493 305 2,271

茨 城 1,512 1,028 129 97 84 38 7 129

千 葉 1,488 445 304 242 174 48 27 248

愛 知 1,452 113 390 377 115 80 52 325

東 京 1,428 59 399 114 213 118 82 443

埼 玉 1,290 94 294 432 189 37 25 219

群 馬 851 144 127 308 113 20 7 132

神 奈 川 534 194 93 15 22 10 12 188

大 阪 459 21 136 55 63 36 35 113

栃 木 287 77 61 51 35 10 3 50

兵 庫 230 5 37 71 25 19 15 58

そ の 他 1,462 283 302 271 123 77 40 366

注）　稼働場所は上位１０都府県



別表１３　　不法就労者の国籍・地域別の稼働場所構成

単位（人）
    　　国籍・地域

稼働場所
総数 ベトナム 中国 タイ インドネシア フィリピン ネパール 韓国 ウズベキスタン スリランカ トルコ その他

総 数 10,993 4,943 2,361 1,254 933 649 162 109 90 71 69 352

茨 城 1,512 262 333 525 289 52 7 6 0 12 0 26

千 葉 1,488 578 347 340 22 100 13 20 11 10 1 46

愛 知 1,452 669 195 11 352 92 32 3 1 9 59 29

東 京 1,428 563 578 29 19 75 31 18 40 5 1 69

埼 玉 1,290 823 266 47 29 52 14 8 15 4 1 31

群 馬 851 595 30 62 35 80 13 6 3 1 0 26

神 奈 川 534 167 231 27 10 32 19 11 4 8 0 25

大 阪 459 278 98 14 16 15 3 15 4 1 1 14

栃 木 287 156 19 37 16 27 13 4 0 6 1 8

兵 庫 230 172 17 5 1 11 2 4 9 2 0 7

そ の 他 1,462 680 247 157 144 113 15 14 3 13 5 71

注）　稼働場所は上位１０都府県



別表１４　　不法就労者の報酬（日額）別構成
単位（人）

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 総数
全体 423 2,082 5,048 2,471 114 4 851 10,993
男性 229 1,195 3,743 2,162 79 1 514 7,923
女性 194 887 1,305 309 35 3 337 3,070

別表１５　　不法就労者の報酬（日額）別推移
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